
 
 
 
 
 

           
 
  
   
            

 

スポーツ庁におけるオリンピック・パラリンピック教育の推進について 
 
              
   
 
            

 
 
 
 
 
 

           
 
  
   
            

 

連携 

現在の進捗 

オリパラ教育の必要性 

○2020年まで約４年となるなか、オリパラ・ムーブメントの推進が必要。特にパラリンピックへの関心向上が課題。 
○オリパラ教育は、大会そのものへの興味関心の向上だけでなく、スポーツの価値への理解を深めるとともに、規範意識の涵養、国際・異文化理解、
共生社会への理解等、多面的な教育的価値を持つ。我が国の無形のレガシーとして、オリパラ教育の推進が重要。 

筑 波 大 学  

○平成２７年度オリパラ・ムーブメント調査研究事業 

○平成２８年度オリパラ・ムーブメント全国展開事業 
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各地域で実践的な調査研究を実施 
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全国（１２箇所程度）で、 
  オリパラ教育を実施 
・各地域でのセミナー 
・オリパラ推進校 
・オリパラ競技体験 
・市民フォーラムの開催 
 
 
 
 
 

・各地域の教員への 
  セミナーの実施 
・オリパラ市民 
  フォーラムの開催 
・オリパラ推進校 
 
 
 
 

×１２程度 

調査研究の事例も踏まえ 

 
 
 
 
 

           
 
  
   
            

 

今後の展開予定 

  スポーツ庁 大会組織委員会 

オリパラ
教育校 

教育プログラム 
「ようい、ドン！」 

 
認証（OCOGマーク） 

オリパラ教育全国中核拠点 
・全国的な体制整備 
・オリンピアン、パラリンピアンの 
 派遣調整 
・オリパラ教育校等に対する 
 ノウハウの提供 

関係 

団体 

オリパラ
教育校 

オリパラ
教育校 

オリパラ教育地域拠点 
・オリパラ教育推進 
  コーディネーターを指定 
・県内でモデル的な 
  オリパラ教育を実施 
・オリパラ教育実施校以外  
 へもノウハウを伝える 

それぞれの都道府県においてオリパラ教育を展開 
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東京都 

先進的な事例・ 
ノウハウを共有 

資料５－１ 

 （前年度予算額：253百万円） 
29年度概算要求額：392百万円 


